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社会福祉法人ピスティスの会 一般事業主行動計画 

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）第 8 条に基づく行動計画 

職員一人ひとりがその能力を十分に発揮し、性別にかかわりなく活躍できる職場をつくるため、次の

とおり行動計画を策定する。 

１．計画期間 

2024 年 4 月 1 日 ～ 2028 年 3 月 31 日 （5 年） 

２．当法人の女性の活躍に関する状況（状況把握・課題分析） 

（１）基礎項目 ※4項目すべての把握が必須 

 項目 実績値 算出の基礎・気づいた点 

① 採用した労働者に占める女性労

働者の割合 

（正規）85％ 

（非正規）82% 

 

 

② 男女の平均継続勤務年数の差異 （正規）女 8 年／男 4 年 

（非正規）女性 5 年／男 2 年 

 

 

 

③ 労働者の各月ごとの平均残業時

間等の労働時間の状況 

1.5 時間／月  

 

④ 管理職に占める女性労働者の割

合 

45％  

 

※ ①②④は雇用管理区分（正規・非正規、職種等）ごとに算出する。③は法人全体でも可。 

（２）選択項目（課題に応じて把握するもの） 

項目 実績値 備考 

男女の賃金の差異 

（全労働者／正規／非正規） 

（全労働者）95.8％ 

（正規）95％ 

（非正規）96％ 

情報公表の必須項目 

労働者に占める女性労働者の割合     92％  

非正規職員から正規職員への転換実績     0 人  
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年次有給休暇の取得率     58％  

育児休業の取得率（女性／男性） （女性）100％ 

（男性）0％ 

 

（３）課題分析の結果 

課題 1 管理職に占める女性の割合（45％）が労働者に占める女性の割合（90％）を下回

っている。 

課題 2 年次有給休暇の取得率が低いことから、働きやすさが感じられない職場となってい

る。 

３．目標（数値目標） 

 目標の内容 現状値 目標値 達成時期 

目標 1 管理職（主任級以上）に占める女性労

働者の割合を 50％以上にする 

45％ 50％ 2027 年 3 月 

目標 2 有給休暇取得率を 60％以上にする 58％ 60％ 2027 年 3 月 

４．取組の内容及び実施時期 

 取組 具体的な内容 実施時期 

取組 1 キャリア教育 

（目標 1） 

キャリア教育の拡充（外部研修等） 2022 年 4 月～ 

取組 2 意識改革 

（目標 2） 

職場風土等の意識改革 2022 年 4 月～ 

取組 3 意識改革 

（目標 1） 

育児休業からの復職者等が所属する施設

管理職への適切な情報提供および研修実

施 

2022 年 4 月～ 

取組 4 交流 

（目標 1） 

職位に応じた女性同士の交流機会の創出 2022 年 4 月～ 

取組 5 評価 

（目標 2） 

労働生産性を重視した人事評価制度への

取り組みを行う（短時間勤務者を特に重

2022 年 4 月～ 
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点的に） 

５．女性の健康課題への対応 

取組の内容 ヘルスリテラシーの向上（職場全体の理解促進） 

月経、更年期等による体調不良に配慮した勤務の調整、管理職向

け研修の実施 

６．職員への周知、外部への公表 

区分 方法 実施時期・担当 

職員への周知 ☑事業所内の見やすい場所への掲示 

□書面の交付 □イントラネット 

□その他（   ） 

2022 年 4 月 

各施設長 

行動計画の外部公表 ☑自法人のホームページ □両立支

援のひろば □その他（   ） 

 

労働局への届出 一般事業主行動計画策定・変更届

（千葉労働局雇用環境・均等室） 

提出日 2022 年 4 月 1 日 

７．女性の活躍に関する情報公表 

 公表項目 数値 公表先・更新時期 

① 男女の賃金の差異【必須】 

 全労働者／正規／非正規 

（全労働者）98.7％ 

（正規）99.8％ 

（非正規）98.6％ 

ホームページ 2026 年 9 月 

② 管理職に占める女性労働者の割合

【必須】 

78.6％ 管理職対象：統括、主任 

ホームページ 2026 年 9 月 

③ 役員に占める女性の割合 60％ 役員：理事および監事 

ホームページ 2026 年 9 月 

④ 労働者の 1 月当たりの平均残業時

間 

0.43 時間 ホームページ 2026 年 9 月 

⑤ 有給休暇取得率 80％ ホームページ 2026 年 9 月 

※ 対象事業年度：2025 年 4 月 1 日～2026 年 3 月 31 日 
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８．点検・評価 

毎年度末（3 月）に、法人本部において目標の達成状況及び取組の実施状況を点検し、施設長会議に

報告する。達成が見込めない場合は原因を分析し、取組の内容を見直す。点検の結果は記録として保

存する。 

点検の時期 毎年度 3 月～6 月 

点検の担当 法人本部 

報告先 施設長会議 
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〔別紙〕記入要領 

１．法令上、行動計画に必ず定める事項 

①計画期間 ②数値目標 ③取組の内容 ④取組の実施時期 の 4 点。いずれか欠けると法の要件を満

たさない。 

２．作成の手順 

状況把握（基礎項目 4 項目）→ 課題分析 → 数値目標の設定 → 取組と実施時期の決定 → 職員への周

知・外部への公表 → 労働局への届出。目標は必ず課題と結びつける。 

３．数値目標の数 

常時雇用する労働者 101 人以上 300 人以下：1 つ以上（区分の指定なし）。301 人以上：「①女性労働

者に対する職業生活に関する機会の提供」「②職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備」の

各区分から 1 つ以上、計 2 つ以上。 

４．目標の記載例（社会福祉法人向け） 

・管理職（統括・主任）に占める女性の割合を、計画期間終了までに○○％以上とする。 

・統括（施設長）に占める女性の割合を、計画期間終了までに○○％以上（○名中○名以上）とする。 

・正規職員の男女の平均勤続年数の差異を、計画期間終了までに○年以内とする。 

・非正規職員から正規職員への転換者を、計画期間中に累計○名以上とする。 

・職員一人当たりの月平均時間外労働を、計画期間終了までに○時間以内とする。 

・年次有給休暇の取得率を、計画期間終了までに○○％以上とする。 

・男性職員の育児休業取得率を、計画期間終了までに○○％以上とする。 

５．取組の記載例 

・昇進・昇格の基準（必要な経験年数・資格・職務内容）を整理し、全職員に周知する。 

・主任・副主任・リーダーを対象に、施設運営・労務管理・人材育成に関する研修を年 1 回以上実施す

る。 

・非常勤職員就業規則の正職員転換制度について、年 1 回、全非常勤職員に制度と申出方法を周知し、

希望者と面談する。 

・勤怠システムにより時間外労働・年次有給休暇取得日数を集計し、年 1 回、施設別に分析する。 

・年次有給休暇の計画的付与について労使協定を締結し、運用を開始する。 

・育児・介護休業等に関する規則（出生時育児休業、柔軟な働き方を実現するための措置等）について

全職員への説明会を実施する。 
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・管理職・職員を対象にハラスメント防止研修を実施する。 

６．届出・公表の実務 

・策定・変更したときは、速やかに「一般事業主行動計画策定・変更届」を千葉労働局雇用環境・均等

室へ提出する（電子申請可）。 

・計画の内容を変更した場合も変更届の提出が必要。届出の計画期間と本計画の計画期間を必ず一致さ

せる。 

・職員への周知（掲示・配付・イントラネット等）と外部への公表（ホームページ、両立支援のひろば

等）の両方が必要。 

・情報公表は年 1 回以上更新する。公表した日付が分かるようにしておく。 

・全事業所に掲示する場合は、拠点数と掲示場所を一覧にして記録に残しておくと報告徴収の際に説明

しやすい。 

７．保存しておく記録 

状況把握に用いた基礎データ（人事情報・賃金台帳・勤怠データ）、課題分析の検討経過、理事会決裁の

記録、掲示・公表の実施記録、毎年度の点検結果。 


